
周産期医療体制 

 医療課 医療人材確保係 

 

趣   旨 

周産期医療機関間での連携を深め、将来を見据えた周産期医療体制の整備を

図ることにより、府内における周産期医療の円滑・適切な提供を図り、どこで

も安心・安全に分娩できる体制を構築・強化する。 

 

現状・課題 

＜周産期医療体制＞ 

・総合周産期母子医療センター：第一日赤、京大病院、医大 

・地域周産期母子医療センター：京都市内７、京都市外９ 

 Ｈ29～後方搬送受入協力病院制度 

（入院し急性期を脱した新生児について、地域の２次病院等で受入） 

 Ｈ30～京都府周産期医療体制強化に関する協定 

 

＜課題＞ 

1 少子高齢化が進む中、医師の診療科間及び地域間の偏在があるため、限ら

れた医療資源のもと、ハイリスク分娩や脳血管、心血管疾患などの治療の

緊急性・専門性の観点からの対策が必要 

2 産科医師の偏在対策が不可欠  

→ 産科医師は全国的に不足しており、地域の実状に応じた周産期医療体

制の構築が必要 

3 令和６年度から医師への時間外労働規制の適用を受け、当直が必須とな 

る周産期医療において、医師の確保対策が要となる可能性が高い。 

 

 方 向 性 

ハイリスク分娩については、２次医療圏にとらわれず、医療機能の拠点化・

重点化等を図ることが必要。 

  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



在宅療養児支援連携事業 

こども・青少年総合対策室 母子保健係 

現 状 

【主な取組】 

1 京都府在宅療養児支援体制検討委員会の設置（H25年 5月～） 

 2 在宅療養児支援連携手帳（たんぽぽ手帳）の導入（H26年度～） 

 3 周産期医療体制の充実  

周産期後方搬送受け入れ協力病院制度の整備（医療課） 

 4 人材育成・確保（H26年度～） 

  地域で在宅療養児を支える医療従事者などに対する研修を実施 

    ※研修実施機関： 

府医師会、府立医大、府看護協会、訪問看護ステーション協議会 

南京都病院、 花ノ木医療センター 

 5 医療的ケアが必要な児童等への支援方策ワーキンググループ（H29年度） 

  これまでの「在宅療養児支援体制検討委員会」での議論も踏まえ、ワーキン 

グを「京都府障害者施策推進協議会」及び「在宅療養児支援検討委員会」の 

関連部会に位置づけて開催 （※開催回数：3回） 

6 小児在宅医療フォーラム（多職種連携を推進するための研修）（H28年度～） 

  （参加者数実績 ㉘106名、㉙98名、㉚128名、①153名、②開催なし） 

 7「小児在宅医療に関する人材養成講習会」へ京都府から参加（H27年度～） 

 〔研修実施者：厚生労働省委託国立研究開発法人国立成育医療研究センター〕 

  令和３年度現在で、医療機関医師・行政職併せて 36名受講 

課 題 

1 医療的ケアが必要な在宅療養児の地域における受入体制の充実を図ること

を目的として、医療機関が実施する研修事業に対し、予算の範囲内で補助金

交付を行っているが、コロナ禍で、実地研修が行いづらい状況が続いている 

2在宅医療関連講師人材養成講習会受講者による研修の開催等、人材の活用が

課題 

 

方向性 

1 京都府保健医療計画では、医療的ケア児への医療、福祉サービスや口腔ケア、 

早期からのリハビリテーション等、関係機関による多職種連携支援体制を構 

築していくこととしており、今後とも、医療的ケア児に対するセーフティネ 

ットとして、在宅から就学へと切れ目のない在宅ケア児ネットワークを実現 

するため、研修の実施等による人材育成・質の向上を継続的に続けていく。 

 

  



 

 

 

 
 

別紙：在宅療養児支援連携事業実施要領 

   令和２年度各圏域在宅療養児支援の取組  



 

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業 

健康対策課 疾病対策係 

現 状 

慢性疾病児童とその家族、関係者に必要な支援を行う事業で、H27年より開 

始（必須事業と任意事業がある） 

＜京都府で実施している内容＞ 

１ 相談支援事業（必須事業） 

（１）療養等に関する相談：保健師等による相談 

医療機関や福祉、教育等関係機関と連携して家庭での看護や療育な

どの日常生活全般について、自立に向けた育成支援などを電話や家庭

訪問により相談に応じ、また福祉制度の紹介等も行っている。 

学校、保育所などの地域からの相談対応、個別支援会議（医療・教育・  

災害）を各保健所で随時実施、ピアカウンセリングなど 

（２）自立を支援する相談：自立支援員による相談 

２ 相互交流支援事業（任意事業）：専門医等の講演会や子どもとその家族の 

  交流会などを各保健所で実施 

３ 長期療養児家庭支援事業(任意事業)：長期療養児の付き添い支援 

４ 学習支援事業（任意事業）：高校生への学習支援 

５ 小児慢性疾病児童等地域支援協議会の設置 

【その他の事業・制度】 

１ 小児慢性特定疾病医療費助成制度 

対象疾病 788疾病 現時点、18歳ないし 20歳までの制度 

↳府内受給者数 1,349名（京都市除く）令和２年度末 

２ 小児慢性特定疾病児童等家庭支援事業 

３ 「指定難病」と診断された方で難病医療費助成制度（対象疾病 338疾病 

 現時点）を受けておられる方等は難病の支援制度を利用することも可能 

 

課 題 

１ 本事業は各地域の多様なニーズに応えられるように各保健所で実施されて

いるが、必須事業が主となっている。地域において必要とされる事業を効果

的に行える任意事業の活用が課題であり、任意事業の活性化が必要 

２ 移行期支援、きょうだい支援、保護者支援のさらなる強化が必要 

 

方向性 

実態調査「おたずね」や保健師活動、社会情勢により、実態に沿った事業内容

に見直しをする。京都難病相談・支援センターとの連携 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 総合リハビリテーション充実事業 

リハビテーション支援センター 

 

現 状 

 １ 新生児からのリハビリテーション（以下リハ）は、NICU を設置する周産

期医療機関の 50％強で実施されている。退院後のリハは、周産期二次医療

機関の外来及び小児医療福祉センター（4機関）等が主であり、医療的ケア

児及び家族の通院に係る負担は大きい。 

 また、退院後は、外来リハが中心で、在宅生活の場面への介入は保健師、

訪問看護が中心でリハの介入は、少ない。 

２ 地域で訪問リハビリを提供できる医療機関・事業所数は少ない。また医療

的ケアを考慮し、子どもの障害や成長発達に応じたリハを提供するための知

識や技術を習得する機会が少ない。 

３ 医療的ケア児等のライフステージ移行期の連携のしくみが求められてい 

る。 

 

課 題 

 １ NICUからの継続したリハ 

２ 医療的ケア児等リハを担う人材の確保、育成、質の確保 

 ３ 医療的ケア児等支援のためのネットワーク構築 

 

 

方向性 

１ 人材及び質の確保を図るため、医療的ケア児（訪問等）リハを担う人材に 

対する研修会、リハ専門職等対象研修会を行う 

２ 連携体制の構築をすすめるため、小児リハ懇談会の開催、周産期等にお 

ける退院後の在宅での支援のためのネットワークの構築を行う 

 

 

 

詳しくは 

京都府リハビリテーション支援センター／京都府ホームページ (pref.kyoto.jp) 

をご覧ください。 

 

 

 

https://www.pref.kyoto.jp/rehabili/


医療的ケア児保育支援事業 

こども青少年総合対策室 保育・子育て支援係 

  

現状・課題 

1. 保育所等において医療的ケア児の受入を可能とするため看護師配置等の

体制を整備し、医療的ケア児の地域生活支援の向上を図るため、市町村を通

じた補助事業を実施 

   

 〔国補助制度〕 

平成 29年度「医療的ケア児保育支援モデル事業」創設 

      

   令和３年度 一般事業化 

  

  ※当事業と併せて、障害児受入促進のため保育所等の改修・設備整備等の 

補助事業も実施 

 

2. 保育を必要とする医療的ケア児の受入のための体制整備を促進するため、

国補助制度の拡充は進むものの、現場における看護師等の人材確保や施設改

修等の支援強化が課題 

  

 

 

 方 向 性 

 1. 医療的ケア児も含め、保育が必要な場合には、必要な配慮のもとに保育が 

受けることができるように、市町村や園での受入体制整備を引き続き支援 

 2. 看護師等の人材確保については、園や市町村だけでの確保は困難である

ため、京都府の保育人材確保施策や看護人材確保施策とも連携を図りなが

ら推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 



＜医療的ケア児保育支援事業の変遷＞ 

  補助基準額 主な変更点 

H29 モデル事

業 

１自治体あたり 7,000千円  

H30 

①看護師等を配置して医療的ケアを行う場合 

１自治体あたり 7,300 千円 

②看護師等を配置せず、保育士等が医療的ケアを

行う場合 

１自治体あたり 6,700 千円 

看護師等の配置の有無

によって基準額を設

定。 

R1 

○基本分単価 

①看護師等を配置して医療的ケアを行う場合 

１自治体あたり 7,447 千円 

②看護師等を配置せず、保育士等が医療的ケアを

行う場合 

１自治体あたり 6,898 千円 

○加算分単価 

③医療的ケア児保育支援者配置加算 

１自治体あたり 2,037 千円 

④ガイドライン策定加算 

 １自治体あたり 543 千円 

加算を設定し、医療的

ケア児保育支援者の配

置やガイドラインの策

定を促進。 

R2 

○基本分単価 １自治体あたり 7,915 千円 

 ・看護師等の配置 5,100 千円 

 ・補助者の配置 2,100 千円 

 ・研修の受講支援 300 千円 

 ・事業費 415 千円 

○加算分単価 １自治体あたり 2,650 千円 

 ・支援者の配置 2,100 千円 

 ・ガイドラインの策定 550 千円 

都道府県等における受

入れの判断をするため

の検討会の設置など、

環境整備を図るための

事業費補助を創設。 

R3 

一般事業

化 

○基本単価 １施設あたり 5,320 千円 

○加算分単価  

 ・研修の受講支援 １施設あたり 300 千円 

 ・補助者の配置 １施設あたり 2,160 千円 

 ・医療的ケア保育支援者の配置 1 自治体あた

り 2,160 千円 

 ・ガイドラインの策定 1 自治体あたり 560

千円 

 ・検討会の設置 １自治体あたり 360 千円 

モデル事業から一般事

化。 

１自治体あたりの基準

額を一部１施設あたり

に変更。 

○令和４年度からは負担割合の変更  

国１／２、府１／４、市町村１／４  ⇒  国２／３、府１／６、市町村１／６ 



  



 京都府立特別支援学校医療的ケア実施体制整備事業  

 教育庁指導部特別支援教育課 

 

現 状 

障害の重度・重複化、多様化に伴い、京都府立特別支援学校において、在 

籍する児童生徒に対する医療的ケア等を安全に実施する体制を確保すると 

ともに、児童生徒一人一人のニーズに合わせたきめ細かな教育を一層推進し、 

快適かつ安全な学校生活の充実を図り、障害のある児童生徒の自立と社会参 

加の促進に資することを目的に、学校における医療的ケア実施体制の整備を 

図っている。 

教育委員会、府立特別支援学校、関係部局及び関係機関により、組織を構成 

○運営会議：総括的な検討・管理を実施 

○喀痰吸引等研修実施委員会：喀痰吸引等研修（第３号研修）の実施 

○安全委員会：学校において医療的ケアの実施体制の確立 

○特別支援学校医療的ケア担当者会議：研修会実施、ヒヤリハット事象分析 

 

課 題 

医療技術の進歩に伴い、日々情報が更新されるなか、医療的ケア児を特別 

支援学校で安心・安全に受け入れるため、医療的ケアに知見のある医師に指 

導助言を求める必要が生じている。「学校における医療的ケアの今後の対応 

について」（平成 31年文部科学省）において、教育委員会の委嘱した学校 

医・医療的ケア指導医と、主治医との連携が示されており、また、主治医か 

ら学校医等への診療情報提供について新たな評価を行うこととなっている 

が、京都府教育委員会では医療的ケア指導医の委嘱を行っていない。 

 

 方向性 

１ 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の施行に伴い、立 

法の目的、基本理念を踏まえた検討 

２ 医療的ケア指導医の委嘱についての検討 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

  



 

  



令和３年度特別支援学校における医療的ケア体制充実事業実施要項 

 

１  趣 旨 

    障害の重度・重複化、多様化に伴い、京都府立特別支援学校（以下「学校」という。） 

において、在籍する児童生徒に対する医療的ケア等を安全に実施する体制を確保する と

ともに、児童生徒一人一人のニーズに合わせたきめ細かな教育を一層推進し、快適 かつ

安全な学校生活の充実を図り、障害のある児童生徒の自立と社会参加の促進に資 する

ことを目的とする。 

 

２ 事業内容 

(１)  医療的ケア実施体制整備事業 

   教育委員会、府立特別支援学校長会、各学校医療的ケア担当者会、関係部局及び   

関係機関の担当者により構成した下記の組織を設置し、学校における医療的ケア実   

施体制の整備を図る。 

 

  ア 運営会議 

    教育委員会、学校長会及び担当者の各代表等により構成し、医療的ケアを学校    

で実施する上で、総括的な検討・管理を行う。 

 

  イ 喀痰吸引等研修実施委員会 

    社会福祉士法及び介護福祉士法附則第 13 条における喀痰吸引等研修（第３号    

研修）の実施及び習得程度の審査を公正かつ適正に行うための検討と、実施に関    す

る責務を担う。 

 

  ウ 安全委員会 

    学校においては、医師、看護師、教員等の関係者からなる安全委員会を設置し、 

   校内における医療的ケアの実施体制の確立に努める。 

 

  エ 特別支援学校医療的ケア担当者会議 

    下記の事項について各学校医療的ケア担当者の中の担当者で編成するチームを    

中心に企画及び運営し、医療的ケアを安全に実施する体制の充実を図る。 

   （ア） 研修会の実施 

       各学校に配置された看護師・教員を対象に、医療的ケア実施上必要とさ 

      れる知識・技術の維持・向上を図ることを目的とした研修の企画・運営を 

      行う。 

   （イ） ヒヤリハット事象の蓄積・分析、共有化 

       事故等を未然に防ぎ、医療的ケアを安全に実施するため、ヒヤリハット       

事象の集約と分析を行い、学校内・学校間での情報共有を促進する。 

 

(２)  医療専門職派遣事業 

      近隣の医療機関等に対し、医師、看護師、理学療法士等医療専門職（以下「医療   専

門職」という。）の派遣を依頼し、下記の指導・助言を得ることにより、医療的   ケア

が必要な児童生徒等一人一人のニーズに合わせたきめ細かな教育を一層推進す   ると

ともに、快適かつ安全な学校生活の充実を図る。 

  ア 児童生徒の健康状態を把握し、教職員等に対し教育指導上必要な医学的知識及    

び配慮事項並びに緊急時の対応等についての指導・助言を行う。 

  イ 学校における校内研修への指導・助言を行う。 

  ウ 学校、児童生徒の主治医及び緊急時に対応を依頼する医療機関との連携を円滑    



にするために必要な調整を行う。 

 

(３)  校外活動等支援事業 

      医療的ケアが必要な児童生徒の生活体験を豊かにし、自立と社会参加を促進する   

ため、府立特別支援学校が実施する校外活動のうち、経管栄養、吸引、導尿・摘便、   酸

素吸入等の必要な児童生徒が参加するものに対し、下記の経費を措置する。 

    ア  看護師の同行に要する経費 

  イ 学校に配置されている看護師が同行する場合の後補充に要する経費 

 

３ 経費 

    次の基準により、予算の範囲内で配当する。 

(１)  医療的ケア実施体制整備委員会事業及び医療専門職派遣事業における講師等に対   

する報償費 

   講 師 １時間当たり５，５００円とする。 

   助言等 １回当たり６，６００円とする。 

※助言等について、１回当たりの目安は３～４時間程度とする。 

 

(２) 校外活動等支援事業における看護師に対する報償費 

      １日当たりを９，３００円とする。 

   なお、宿泊を伴う場合は１泊当たり６，２００円を加算する。 

 

(３)  旅費 

      宿泊料の区分は京都府旅費条例（昭和 25 年京都府条例第 43 号）別表第１中の６   

級以下の職務にある者に相当する者とする。なお、校外活動に同行する際の旅費の   支

給に当たっては、児童生徒引率旅費に準じるものとする。 

 

４ 実施計画書の提出 

    校長は、別に定める期日までに実施計画書（別記第１号様式及び別記第２号様式） を

京都府教育委員会教育長（以下「教育長」という。）に提出するものとする。 

 

５ 実施計画書の承認 

  教育長は、提出された計画内容を検討の上、実施を承認し、校長に通知する。 

 

６ 実施報告書の提出 

  校長は、事業実施後、速やかに教育長に対して実施報告書（別記第３号様式から別 記

第５号様式まで）を提出するものとする。 

 

７ その他 

    この要項に定めるもののほか必要な事項については、京都府教育庁指導部特別支援 教

育課長が校長と協議の上、定める。 

 

 

  



介護職員等による喀痰吸引等の実施のための制度 

 障害者支援課 福祉サービス・障害児支援係 

 

現状・課題 

 「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」が施

行され、社会福祉士および介護福祉法により、研修を受けた介護職員は一定

の条件下で「喀痰吸引・経管栄養」を実施できるようになった。 

 

 （１）研修 

・平成２３年度は京都府で実施  

・平成２４年度から登録研修機関で実施（１５機関） 

 

（２） 認定特定行為業務従事者 

    ・研修受講「認定証」交付を受け登録事業者に勤務 

    ・主に高齢者施設や障害者施設に勤務 

・特別支援学校では勤務する看護師が指導者となり、教職員は３号研修 

を受け、認定特定行為業務従事者登録をしている 

・放課後デイサービス、保育関係の従事者なども３号研修を受講 

  

 方向性 

   

医療関係者との連携のもと、介護職員等が、喀痰吸引等を安全に実施できる

よう、引き続き実施 



 
 

 

 



医療的ケア児等コーディネーター養成事業 

 障害者支援課 福祉サービス・障害児支援係 

現状・課題 

医療的ケア児等については、支援の領域が広く、保健、医療、福祉、保育、教

育等関係機関の連携体制の構築が必要 

それらの支援を総合調整するコーディネーターを養成するために医療的ケア

児等コーディネーター養成研修等を実施し、医療的ケア児等の地域生活支援の

向上を図る。 

 

研修実績（医療的ケア児等コーディネーター養成研修） 

 平成３０年度  修了者数 134名  うち、京都市 48名  

  令和元年度       79名        47名  

    ２年度       57名        28名  

     合計       270名        123名 

 

 方向性 

１ 平成３０年度から毎年実施していた医療的ケア児等コーディネーター養成 

研修は、令和３年度以降、隔年で実施 

  ・コーディネーターの候補となる研修修了者は、これまでの３年間で一定数 

養成 

  ・今後も継続的な人材育成が必要であること、相談支援事業所の要医療児者 

支援体制加算の要件となっており、経済的要素もあることを鑑み、医療的 

ケア児等コーディネーター養成研修については、隔年で実施 

  ・今後の国のカリキュラム検討や市町村のコーディネーター配置状況を見 

ながら検討を続ける。 

 

２ 医療的ケア児等支援者養成研修は、オンライン形式にて毎年実施 

  ・今後も新たな人材発掘・育成が必要であることから、障害児通所支援事 

業所、保育所、放課後児童クラブ及び学校等、医療的ケア児等への支援に    

従事する者を対象に、引き続き毎年度実施（オンライン形式を基本） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  



 医療的ケア児等福祉サービス導入促進事業  

 障害者支援課 福祉サービス・障害児支援係 

 

現状・課題 

医療的ケア児、重症心身障害児の福祉サービスの利用の促進、その家族等の 

負担の軽減等を図るため、府内市町村を対象として補助事業を実施 

（府は補助上限の１／２を、市町村に対して補助） 

 

（１）レスパイト機能を担う医療型短期入所事業所の拡大のため、看護師の

加配等に要する経費を補助 

    （補助上限：10,000円／日） 

（２）医療型短期入所の受入までに行う状態把握等に要する経費を補助 

（補助上限：35,000円／人） 

（３）医療機関等多くの関係者との調整が必要な医療的ケア児に対するケア 

   プラン作成等を行った場合の経費を補助 

（補助上限：30,000円／人・年） 

  ※令和３年度から、京都市を対象に追加 

 

 方向性 

医療型短期入所事業所における受入体制のさらなる強化、医療的ケア児者 

等の福祉サービスの利用促進を図るため、今後も継続して事業を実施。 

 

 


